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 国際社会における気候変動への要請は 2015 年のパリ協定締結後、益々高まりつつある。気候変動の

有効な解決策と考えられる再生可能エネルギーを中心とする新たなエネルギー技術は、日本においても

普及しつつあるものの、いまだに制度設計、市場展開、技術革新において種々の課題を抱えている。さら

に、再生可能エネルギーに関わる低エネルギー密度、小規模分散型という特徴から、その導入に際して

地域社会との間で摩擦が起こる場合が散見される。それゆえに持続可能で、環境に配慮し、地域に受け

入れられるエネルギーシステムを構築していくために、日本のエネルギートランジションの課題を地域社

会の視点から検討する必要性が深化し、その課題解決による実現に期待が集まっている。本研究では、

日本が世界有数の島嶼国であり、多数の離島地域を抱えていることに着目し、地域主体のエネルギー転

換の方策を島嶼地域の視座から検討することを目的とした。ここでは筆者が 2011年から 2017年までの 7

年間に行ってきたフィールドワークを中心としつつ、地域実践や国内外との豊富な共同研究の成果も盛り

込みながら、日本の離島地域に代表される地域社会でのエネルギートランジションを実行していくための

課題と展望を描き出した。 

 本論文は序章となる第一章とそれに続く二章、三章、四章の各論、結論を論じた結章の５つの章によっ

て構成される。序章では、本研究の視角を明確化することを目的として、島嶼地域の視座から地域社会

のエネルギー自立を検討する意義を以下 3つの観点から提示した。 

 

 １）日本での再生可能エネルギーを中心としたエネルギートランジションの必要性 

 特に東日本大震災後の日本のエネルギー転換は世界からも注目を集めていた。しかしながら、日本

の再生可能エネルギー導入拡大に際して、複数の課題が既存研究により明らかになっており、解決し

ていく必要性・緊急性が高いと考えられた。特に、近年では再生可能エネルギーと地域社会との間で

生じるコンフリクトを防ぎ、事業の持続可能性を高める目的で、再生可能エネルギーと地域社会との関

係性を重視する必要性が強調されている。この概念は、「社会的受容」と認識されており、欧米の風力

発電事業を中心に理論研究や質問用紙調査の蓄積があるものの、日本における事例研究は限られて

おり、地域により生じるコンフリクトは異なることから、具体的な事例研究により検討を行っていく必要性

を指摘した。 

 ２）島嶼地域の特性に着目して研究する意義 

 日本が 6800あまりの島々を包有する世界有数の島嶼国であり、その地理的特徴やエネルギーインフ

ラストラクチャーの構造を考慮し、島嶼国としての特性から再生可能エネルギー普及にむけた課題を分

析する意義があると考えた。さらに、日本の離島地域は、再生可能エネルギー導入の便益が大きいと

考えられ、実証事業や導入可能性調査が豊富に行われてきた実績もあるために、それらの事業を経年

的に調査し再検討することによって、より再生可能エネルギー普及の課題を明らかにすることができる

と考察された。 

 ３）エネルギー自立による地域振興の可能性 

 離島地域等農村地域は、これまで都市の周辺として位置付けられ、国家的支援によって支えられて

きた。しかしながら、日本の国家全体で経済縮小及び人口減少が指摘されており、地域の自立の視点



が必要であると考えられた。つまり本研究は、エネルギー自立の実現による地域社会の経済的・社会

的自立の視座に立脚している。 

 

 第二章では、本研究で取り扱う重要な概念を概説した。第一節では、本研究が着眼している日本の離

島地域が長年対峙してきた社会・経済状況とその関連政策を示しながら、地域振興の構造的課題を指摘

した。第二節では、従来のエネルギーシステムに対する新たな解決策として注目されている再生可能エ

ネルギー等のエネルギー自給率を高めうる技術とその導入に関連する諸課題に関して、既存研究の議

論を総説した。再生可能エネルギーの拡大の障害と認識されている系統連系問題や、スマートグリッド等

の最新動向を分析し、政策課題としての今後の発展にむけて、議論を進めていく必要性を指摘した。さら

に、第三節では、環境社会学の視座から再生可能エネルギーの有する社会性に着目した。再生可能エ

ネルギーの地域社会への導入に関しては、多くの理論研究や実証研究が行われているものの、日本の

地域社会が有する閉鎖性と地域の点在性、さらには地域の伝統的な価値観と新しい技術の導入プロセ

スの齟齬といった課題から、地域社会に融和したエネルギー開発事例は一部の成功事例に留まっている。

そこで、そうした成功事例だけでなく、計画・導入・更新といった各段階において、地域社会と再生可能エ

ネルギーとの間で生じうる課題を綿密な事例研究によって調査していく必要性を指摘した。 

 よって、第三章では、離島地域における事例研究の多角的な分析を行った。筆者の 2011年からのフィ

ールド調査に基づいて、新潟県佐渡市、長崎県対馬市、東京都八丈島（それぞれの日本地図上での位

置を図 1に示す）の具体的な事業を取り扱いながら、各地域における地域社会の住民の視点や関係する

ステークホルダーの位置づけを整理しながら、エネルギー転換で生じる課題、離島地域における再生可

能エネルギー事業の地域受容のマネジメントの課題を分析した。 

図 1 第三章各節の調査地の位置 

（国土地理院ウェブページより筆者作成） 

 

 第一節では、筆者が 2012 年から継続して調査を行ってきた新潟県佐渡市を対象とした。特

に、電力系統の小さい離島地域で、解決策として期待されるデジタルグリッドルーターという

最先端技術の導入とその利用に関する検討事業を扱った。筆者自身が検討事業へ参画し、その

参与観察によって、持続可能なエネルギーシステムの導入計画策定段階における課題を抽出し、



結論としてステークホルダー間の理解を深めながらコミュニケーションを促進していく必要性

を指摘した。第二節では、筆者が 2011 年から継続的に調査を行ってきた長崎県対馬市の事例

を対象とした。長崎県対馬市は、バイオマス、バイオディーゼル燃料、風力発電等が導入され

ていた。聞き取り調査によって、従来のエネルギーシステムに比べて離島では経済性があるこ

とを明らかにした。さらに事業の内容と便益および課題を抽出し、結論として今後さらに持続

可能な経営を行っていくためには、地域の事業者が経営を行い、地域内でマネジメントを行っ

ていく重要性を強調した。第三節では、東京都八丈島における地熱利用拡大検討事業を対象と

して、地域受容の課題について分析を行った。八丈島では、日本の離島で初めて地域に資する

地熱発電の実現を目指したプロジェクトが行われており、地域再生可能エネルギー条例の策定

をはじめ、化石燃料の使用量を削減し、地熱を利用した温室利用など一般的に優良事例として

評価されてきたことが既存研究より明らかとなっていた。一方で、地熱利用拡大事業の検討開

始に際して生じた地熱の臭気を原因とする市民の反対姿勢の原因について分析を行う必要があ

ると考えられたため、聞き取り調査を行った。結論として、事業において事業者と立地地域と

の間での丁寧なコミュニケーションと、プロジェクト実施段階で地域の産業や文化、感性とい

った地域性を重視して議論を共有していく必要性が示された。 

 第四章では、前章で議論してきた課題を克服し、島嶼地域のエネルギーシステムを転換して

ゆくための解決策を分析していく。第一節では、島嶼地域における成功事例は限られているた

めに、地域社会を閉鎖系システムとして捉え直した 100％自然エネルギースキームに着目し、

エネルギー転換を着実に進めていくための政策と実装にむけた段階で生じうる課題を整理した。

まず、世界全体のエネルギー開発動向のなかでの再生可能エネルギーの位置付けを確認した。

再生可能エネルギー等の新エネルギーは、化石燃料に比べて、資源の偏在性や有限性といった

課題が小さいために、従来から使用されている化石燃料は、資源の偏在性、有限性、独占的市

場采配といった特徴がみられなかった。つまり、再生可能エネルギーを中心とするエネルギー

転換はエネルギーの経済性だけでなく、世界の紛争や貧困問題の解決志向にも合致し、世界全

体の公正性、平等性の向上にも寄与すると考えられた。さらに、ドイツやデンマークといった

国々によるエネルギー政策を概観したうえで、世界各地の地域主体の 100％自然エネルギーイ

ニシアチブの特徴を示した。 

 最後に、結章として、これまでの議論を総括し、国家による垂直的なガバナンスと地域社会

内の水平的なガバナンスの両面から求められる今後のエネルギートランジションの必要要件と

日本の地域社会のエネルギー自立の展望について論じた。本章は、5 つの視点から論じ、第一

節では、本研究が扱ってきた他国と日本の差異を島嶼性の視点から分析した。第二節では今後

の日本のエネルギー政策におけるエネルギー効率の規制、エネルギー統計資料の充実、エネル

ギーシステムと都市計画の融合を必要要件として指摘した。さらに第三節では、離島地域がエ

ネルギー実証地として注目されてきたことに着眼し、エネルギー開発への貢献が離島の新たな

役割と認識されていることを強調した。第四節では、筆者が実際に地域や研究機関と協力して

行った島嶼地域での実践研究の事例として、対馬市の非営利活動法人らの協力を得て共同研究

を行っている「対馬市におけるしいたけホダ木廃材を利用した小型バイオマスボイラーの導入

可能性にかんする実証研究」を取扱い、地域のエネルギー自給率向上の潜在性と今後の展望に

ついて考察を行った。最終節では、これまでの事例から、エネルギー自立を実現するためには

国家によるイニシアチブと地域主体の視点の二側面を組み合わせた包括的なガバナンスアプロ



ーチが重要であることを指摘しながら、都市と農村が協力しエネルギー自立を実現することで、

都市-周辺という枠組みを超えた関係性の構築としての地域社会の振興の展望を描き出した（図

2）。 

 

 

図 2 ローカルガバナンスにおける包括的アプローチ 

 

 本論文では、離島のエネルギー自給率の向上には再生可能エネルギーが重要な役割を果たす

ことを再確認し、エネルギーの自立がひいては地域の自立へとつながり、離島の置かれてきた

本土のへの従属的位置づけから脱出する足がかりとなり得ると結論づけた。 （環境行動学） 

 

 

 


